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全国でこれまで8,761件の地中熱利用施設

全国における地中熱利用の普及状況

環境省が2022年度に実施し

た調査注）によると、2021年

度末までの地中熱利用の累計

設置件数は全国で8,761件で

あり、利用方法別ではヒート

ポンプが最も多く3 ,218件

（36.7％）、次いで、空気循

環の2,256 件（25.8％）、水

循環の2,212件（25.2％）と

なっています。

全国で利用されている地中熱
地域別でみると、北海道が872件と最も多く、次いで山形県（811件）、千葉

県（658件）となっています。うち北海道では815件（約93％）がヒートポン

プ、山形県は712件（約88％）が水循環（融雪用）、千葉県は548件（約83％）が

熱伝導となっています。

都道府県別累計設置件数（2021年度末）

利用方法別累計設置件数（2021年度末）

注）　令和4年度地中熱利用状況調査　　◇目的：今後の更なる普及促進を図るための基礎資料とする　　◇調査対象：特定非営利活動法人地中熱利

用促進協会（以下「協会」という。）の会員、協会が地中熱利用に関する実績を把握している事業者（施主、設計者、工事会社等）・大学・地方公共団体及

びインターネットでの検索結果により地中熱利用に関する実績を有する事業者・大学　　◇調査期間：2022年11月～2023年1月　　◇調査方法：調査票

を電子メールで送付・回収　　◇調査回収結果：依頼数：332、回答数：211　　集計方法：4月～翌3月を1年とし2022年3月までの設置件数を集計

◇設置件数などは調査の都度、過去のデータの見直しを行うため、次回調査で修正の可能性がある
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【節電効果の実例】

東京都内のオフィスビルに設置された地中熱利

用ヒートポンプの電力消費量の実績によると、図

のとおり、空調機器更新前と、更新後の月別消費

電力量を比較したところ、年間49％の削減が確認

されています。また、月別の削減量をみると暖房

に比べ冷房での節電効果が高く、特に６〜９月の

節電率は69％となっています。

消費電力の削減は電力使用によるCO2

排出削減につながります。オフィスビル

における年間のCO2排出量を試算すると、

地中熱利用ヒートポンプは、空気熱源

ヒートポンプに比べ25％の削減が見込ま

れます(図左）。

また、積雪寒冷地などで暖房や融雪に

使う油焚ボイラーと比較すると、地中熱

利用ヒートポンプは62％の削減が見込ま

れます（図右）。

出典:笹田政克（2010）地中熱利用による小規模オフィス
ビルの空調更新．建築設備と配管工事，2010.4

空気熱源ヒートポンプと地中熱利用ヒートポンプの消費電力の比較

試算条件:冷房能力40kW、暖房能力
45kW、平日のみ１日10時間運転、消費
電力はメーカー各社平均値、CO2排出係
数は東京電力調整後係数（2021年度)

試算条件：Ａ重油ボイラー出力93kW、地中
熱利用ヒートポンプ暖房能力95kW、150
日×22時間運転、消費電力・燃料消費量
はメーカーカタログ値、電力のCO2排出
係数は北海道電力調整後係数（2021年度)

CO2排出削減量の試算例

空気熱源ヒートポンプと地中熱利用

ヒートポンプのランニングコストを、オ

フィスビルについて試算すると、年間の

電気料金は25％の削減が見込まれます

（図左）。

また、暖房や融雪利用における油焚ボ

イラーの場合は、燃料代と電気料金の合

計で56%の削減が見込まれます（図右）。 試算条件：冷房能力40kW、暖房能力
45kW、平日のみ１日10時間運転、消
費電力はメーカー各社平均値、電力は東
京電力低圧電力

試算条件：Ａ重油ボイラー出力93kW、地中
熱利用ヒートポンプ暖房能力95kW、150日
×22時間運転、消費電力はメーカーカタロ
グ値、電力は北海道電力融雪用電力B

ランニングコストの試算例

空気熱源ヒートポンプは、冷房時に熱を大気中

に放出するため、都市部でヒートアイランド現象

の一因となっています。

一方、地中熱利用ヒートポンプは、地中で熱交

換を行うため、熱を大気中に放出しないので、

ヒートアイランド現象の緩和に寄与します。 地中熱利用ヒートポンプ

ヒートポンプ（室外機）

空気熱源ヒートポンプ

大気への排熱放出ゼロによるヒートアイランド現象の緩和

節電・省エネによる電気代・燃料代の削減

節電・省エネによるCO2排出量の削減
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地中熱利用ヒートポンプの累計設置件数は3,218件
地中熱利用ヒートポンプの導入箇所別の累計設置

件数は、全3,218件となっており、そのうち戸建住宅

が1,261件（39.2％）と最も多く、次いで事務所の

421件（13.1％）、庁舎等の290件（9.0％）、農業施

設の186件（5.8％）となっています。

都道府県別の累計設置状況は、北海道が最も多く

（815件）、秋田県（224件）、長野県（196件）、

東京都（177件）、新潟県（176件）と続きます。全

体的にみると中部地方を含め東日本で設置件数が多

くなっています。

地中熱利用ヒートポンプの年間設置件数は2000年

頃から増え始め、2013年をピークに減少しているも

のの、その後は100件程度で推移しています。

近年は、事務所や庁舎等での採用が増えてきてお

り、ZEB等のエネルギー消費性能が高い施設での導

入が目立っています。

設置件数が伸びている地中熱利用ヒートポンプ

ヒートポンプ方式による導入箇所別累計設置件数  

（2021年度末）

ヒートポンプ方式による  

都道府県別累計設置件数（2021年度末）

ヒートポンプ方式による年間設置件数（2021年度末）
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注）　令和4年度地中熱利用状況調査　　◇目的：今後の更なる普及促進を図るための基礎資料とする　　◇調査対象：特定非営利活動法人地中熱利

用促進協会（以下「協会」という。）の会員、協会が地中熱利用に関する実績を把握している事業者（施主、設計者、工事会社等）・大学・地方公共団体及

びインターネットでの検索結果により地中熱利用に関する実績を有する事業者・大学　　◇調査期間：2022年11月～2023年1月　　◇調査方法：調査

票を電子メールで送付・回収　　◇調査回収結果：依頼数：332、回答数：211　　集計方法：4月～翌3月を1年とし2022年3月までの設置件数を集計

◇設置件数などは調査の都度、過去のデータの見直しを行うため、次回調査で修正の可能性がある



令和5年度に予定されている地中熱利用への補助事業(環境省)
補助事業活用事例

（１）地域脱炭素の推進のための交付金（R4～R12）
　　（地域脱炭素移行・再エネ推進交付金、特定地域脱炭素移

行加速化交付金）

https://www.env.go.jp/content/000098973.pdf

民間と共同して取り組む地方公共団体を支援することで、

地域全体で再エネ・省エネ・蓄エネといった脱炭素製品・

技術の新たな需要創出・投資拡大を行い、地域・くらし分

野の脱炭素化を推進する。

（2）地域レジリエンス・脱炭素化を同時実現す
る公共施設への自立・分散型エネルギー設
備等導入推進事業（R3～R7）

https://www.env.go.jp/content/000097260.pdf

公共施設への再生可能エネルギー設備等の導入を支援し、

平時の脱炭素化に加え、災害時にもエネルギー供給等の機

能発揮を可能とする。

（3）民間企業等による再エネ主力化・レジリエ
ンス強化促進事業（R2～R7）

　　（一部　総務省・農林水産省・経済産業省 連携事業）

https://www.env.go.jp/content/000097261.pdf

民間企業等による自家消費型・地産地消型の再エネ導入

を促進し、再エネ主力化とレジリエンス強化を図ります。

（4）集合住宅の省CO2化促進事業（H30～R5）
　　（経済産業省連携事業）

https://www.env.go.jp/content/000097283.pdf

　集合住宅の省エネ・省CO2化、断熱リフォームを支援す

るとともに、災害時のレジリエンスを強化します。

（5）戸建住宅ネット・ゼロ・エネルギー・ハウ
ス（ZEH)化等支援事業（R3～R7）

　　（経済産業省・国土交通省連携事業）

https://www.env.go.jp/content/000097284.pdf

戸建住宅のZEH、ZEH+化、高断熱化による省エネ・省

CO2化を支援します。

（6）建築物等の脱炭素化・レジリエンス強化促
進事業（H28～R6）

　　（経済産業省・国土交通省・厚生労働省連携事業）

https://www.env.go.jp/content/000097285.pdf

業務用施設のZEB化・省CO2化に資する高効率設備等の

導入を支援します。
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園内風景（床暖房）

こども園園舎

1.補助事業名     

再生可能エネルギー電気・熱自立的普及促進事業

2.事業概要

施設名：認定こども園

所在地：秋田県南秋田郡大潟村

設　備：地中熱利用ヒートポンプ８台

　　　　（冷房：26.5kW/台、暖房28.0kW/台）

　　　　地中熱ボアホール　深度100m×36本

3.事業の効果

コスト削減額：約150万円/年

CO2削減量：27.4t-CO2／年

4.事業によって実現できたこと

　寒冷地においては暖房の確保が重要であるため、従来

は灯油以外の暖房は選択できなかったが、地中熱を利用

し、省CO2性能が高い床暖房が実現できました。灯油ス

トーブと異なり、子供が熱源に直接触れることがなく安

全でかつ園内の温度が均一になりました。大型モニター

を園内に設置し、自然エネルギーの活用など園児への環

境教育に活用しています。

5.事業を行った経緯

　大潟村は、「豊かな自然環境と共生する村」を望まし

い環境像と設定しており、総合村づくり計画等にて再生

エネの域内普及と地球温暖化対策のため、公共施設へ再

エネ導入を進めています。

　今回、既存保育園・幼稚園の建て替えに伴い、子供に

とっての安全性を考慮し、地中熱を利用した冷暖房設備

を導入しました。

6.事業者の声

　地中熱利用により、ランニングコストを抑えながら、

年間を通して、建物内が均一に快適な温度に保たれてい

ます。床暖房は風が出ず、ほこりが舞い上がることがな

いため、子供たちには安心で、灯油ヒーターよりも床面

積を広くとることができました。

7.工夫した点

　熱源（ヒートポンプ）を８台に分けて設置することで、

負荷に応じて間欠運転（稼働が集中しないようランダム

に運転すること）が

可能となりました。







環境省 水・大気環境局 環境管理課 環境汚染対策室
〒100-8975 東京都千代田区霞が関1ー2ー2

Tel：03-5521-8308（直通）
環境省ホームページ：http://www.env.go.jp/

2023年7月
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